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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款第15条第2項の規定に基づき、書面交付　
請求をいただいた株主さまに対して交付する書面には記載しておりません。

第 5 6 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 際 し て の
交 付 書 面 に 記 載 し な い 事 項

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
事業報告

1. みずほリースグループ（企業集団）の現況
(1) 事業の経過およびその成果、(2) 対処すべき課題
(3) 直前３事業年度の財産および損益の状況
(4) 企業集団の主要な事業内容、(5) 主要な営業所
(6) 使用人の状況
(7) 企業集団の主要な借入先の状況

2. 会社の現況
(1) 株式の状況、(2) 新株予約権等の状況
(3) 会社役員の状況(社外役員に関する事項､責任限定契約､
役員等賠償責任保険契約)、(4) 会計監査人の状況
(5) 業務の適正を確保するための体制

連結計算書類
連結貸借対照表、連結損益計算書
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

計算書類
貸借対照表、損益計算書
株主資本等変動計算書
個別注記表

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
計算書類に係る会計監査報告
監査役会の監査報告
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事業の経過およびその成果

事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

1 みずほリースグループ（企業集団）の現況

(１) 事業の経過およびその成果
当社グループを取巻く環境
　2024年度の経済情勢を顧みますと、米国では個人消費に牽引され、底堅い経済成長が続いた一方、欧州
では個人消費が停滞しているほか、金融引き締めの影響で低成長が続きました。アジアでは、中国の不動産
市場の調整長期化や個人消費の低迷等、景気は力強さを欠きました。
　国内においては日銀の２度にわたる政策金利の引き上げが行われましたが、企業収益の改善を背景とした
設備投資や雇用の増加、所得環境の改善に伴う個人消費の増加等により、緩やかな景気回復が続いており
ます。
　リース業界におきましては、設備投資の増加傾向を背景に、リース取扱高は前年度を上回る実績となり
ました。

営業および損益の状況等
　当社グループは、2023年度より2025年度までの３年間を「変革に挑戦する３年間」とし、「中期経営
計画2025」を推進しております。お客さまの事業や社会的課題の解決に寄与するマルチソリューション・
プラットフォーマーを目指す姿とし、その実現に向けて飛躍的な成長を遂げるため、「挑戦」、「変革」、
「成長」をキーワードとして掲げ、ビジネス基盤・経営基盤双方に対し、積極的に経営資源を投下すると
ともに、「事業ポートフォリオ運営の変革・高度化」、「アライアンス／インオーガニック戦略」、
「サステナビリティ経営の推進」、「成長を支える経営基盤の強化・高度化」を重点戦略としております。
　また、当社グループの更なる成長とステークホルダーの皆さまに提供する価値の向上を目指し、最終年度
の連結数値目標として「当期利益420億円」、「ＲＯＡ1.6％以上」および「ＲＯＥ12％以上」を掲げて
おります。

　このような中、2024年度は、お客さまを取り巻く社会的課題・事業課題に対し、金融の枠を超えた
価値共創のパートナーとして、各事業分野で様々なソリューションの提供に注力してまいりました。

〔国内リース事業〕
　国内リース事業では、お客さまの事業戦略パートナーとして、価値を共創することを目指しております。
〈みずほ〉を中心としたアライアンスパートナーとの連携も活かし、業務用自動掃除ロボットや自動配膳
ロボット等の導入促進ビジネスをお客さまと共創するなど、お客さまの事業拡大と社会的課題である人手
不足解消に貢献することを通じて、営業資産を積み上げ、収益基盤を拡充いたしました。
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事業の経過およびその成果

〔不動産・環境エネルギー事業〕
　不動産事業では、既存コア事業の拡大と新たなビジネス領域を両輪で推進することを目指し、オフィス、
物流施設等のさまざまな不動産を対象としたローンや不動産リース、オリジナルブランド物件の開発・取得
に注力することで、不動産事業のバリューチェーン拡大・高度化を推進いたしました。
　環境エネルギー事業では、子会社であるエムエル・パワー株式会社等を通じて再生可能エネルギー
電源を確保し、新たなビジネス機会を創出することを目指し、太陽光発電等による電力や非化石証書
（環境価値）を長期的かつ安定的にお客さまに供給するスキームに取り組んだほか、系統用蓄電池事業
では、2025年３月に当社グループ初の系統用蓄電所の運転を開始するなど、新分野への取り組みにも
注力することで、サプライチェーンにおけるサービス提供領域を拡充いたしました。

〔海外・航空機事業〕
　海外事業では、Ｍ＆Ａを通じた新たな成長マーケットへの進出を重点戦略と位置付けております。
2024年8月に「Rent Alpha Pvt. Ltd.」への出資比率を87.6％に引き上げ、2025年3月に「Mizuho RA 
Leasing Pvt. Ltd.」へ社名変更いたしました。株式の追加取得に加え、Mizuhoを社名に冠することに
より、みずほフィナンシャルグループならびにみずほリースグループの一員として、今後更なる成長が
見込まれるインド市場におけるビジネス拡大を追求してまいります。
　航空機事業では、丸紅株式会社との協働を通じた航空機関連金融サービスの拡充を目指し、当社と丸紅
株式会社、両社の持分法適用会社である米国航空機リース会社Aircastle Limitedを通じた航空機リース
に注力しました。また、当社による航空機担保ローン等の航空機関連金融サービス、本邦投資家に対する
運用商品の提供にも注力し、これらの取り組みを通じてお客さまへの価値提供に貢献いたしました。

〔ファイナンス・投資事業〕
　ファイナンス・投資事業では、事業承継やＭＢＯ等のエクイティニーズに対応するため、当社連結子会社
でファンド運営会社であるミライズ・キャピタル株式会社を設立しました。今後、エクイティを含めた
ファイナンス機能によるリスクマネーの供給を通じて、お客さまの企業価値向上や社会的課題解決に向けた
価値共創を目指し、ファンド形態での取り組みに挑戦してまいります。

　アライアンスパートナーとの連携、協業につきましては、2024年5月に丸紅株式会社と資本業務提携
契約を締結し、同年6月に丸紅株式会社および株式会社みずほフィナンシャルグループを割当先とする
第三者割当増資を実施した結果、丸紅株式会社は当社の発行済株式総数の20%を保有し、当社は丸紅
株式会社の持分法適用会社となりました。また、株式会社みずほフィナンシャルグループは保有持分比率
23.6%（間接所有分含む）を維持し、強固なパートナーシップを維持・強化いたしました。第三者割当増資
による資金調達を通じて財務基盤を強化し、リスクテイク能力の量的拡大を図ることで、良質な営業資産
の積み上げをさらに促進するとともに、インオーガニック手法を積極活用することで、事業および投資
機会の拡充を図っております。
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事業の経過およびその成果

　また、2024年４月にＪＦＥグループの重仮設事業者大手であるジェコス株式会社と資本業務提携契約
を締結し、同年５月に同社の議決権20.03％を取得いたしました。両社の有する強みや事業基盤等を有効
活用し、省人化・省力化に寄与する技術開発による重仮設事業や建設機械事業での協業、共同事業展開に
よる海外での協業など、新たな事業機会を創出してまいります。

　以上の通り、「中期経営計画 2025」で定めた事業ポートフォリオ「コア、グロース、フロンティア」
の国内外の各分野で様々なビジネスを展開し、社会的課題解決等に向けた取り組みを着実に進めました。

　この結果、契約実行高は前年度に比べ22.3％増加して1兆7,957億円となり、営業資産残高は前年度末
に比べ14.8％増加して3兆2,819億円となりました。
　損益状況につきましては、売上総利益は、資金原価が増加したものの、営業資産の増加や堅調な利益率
を背景に、前年度比17.3％増加して863億円となりました。営業利益は、人件費、物件費の増加等が
あったものの、売上総利益が好調に推移したことから、同23.9％増加して490億円となりました。経常
利益は、持分法による投資利益の増加等により、同30.1％増加して662億円となり、親会社株主に帰属
する当期純利益は、同19.4％増加して420億円となりました。
　純資産は丸紅株式会社との資本業務提携に伴う増資および期間利益の蓄積により増加し、4,015億円と
なりました。

－ 3 －
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事業の経過およびその成果

〔財務目標〕
2023年度実績 2024年度実績 最終年度（2025年度）の

数値目標

当期利益 352億円 420億円 420億円

ＲＯＡ＊ 1.6％ 1.8％ 1.6％以上

ＲＯＥ 12.3％ 12.2％ 12％以上

〔非財務目標〕
2023年度実績 2024年度実績 数値目標

Carbon Neutral
脱炭素社会実現

再生可能エネルギー発電設備容量確保 590MW 708MW 1GW（2025年度）

Scope1,2 CO2排出量削減 ＊

                       ＊  単体及び国内連結子会社７社
22％

(2016年度比）
22％

(2016年度比） 排出量ゼロ（2030年度）

Circular Economy
循環型経済実現 ケミカル･マテリアル資源循環率 80.4％ 84.3％

(暫定値） 85％以上（2027年度）

Human Capital
土台としての
人的資本経営

専門ビジネス人財の拡充 ＋26名 ＋47名 ＋80名超（2025年度）

人財育成のための投資額 2.03倍 2.93倍 ３倍以上
（2025年度／2022年度比）

デジタルIT人財の育成 280名 337名 200名以上（2025年度）

有給休暇取得率 70.8％ 74.6％ 80％以上（2025年度）

女性管理職比率 11.6％ 13.0％ 15％（2025年度）

男性の育児休暇取得率 100.0％ 100.0％ 100％（毎年）

　なお、「中期経営計画2025」の財務目標・非財務目標に対する実績は下表のとおりです。
　財務目標については、当期純利益420億円と過去最高益を更新し、ＲＯＡ、ＲＯＥ含め、１年前倒しで
達成いたしました。

＊ＲＯＡ：経常利益／総資産

－ 4 －
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対処すべき課題

(２) 対処すべき課題
　2025年度の経済環境については、国内においては、好調な企業業績や雇用・所得環境の改善、設備投資
等に支えられ、緩やかな回復が続くと見込まれ、日銀の政策金利の更なる引き上げも想定されます。一
方、米国の貿易・関税政策、米中対立の影響による世界経済の不確実性の高まり、ウクライナや中東情勢とい
った地政学リスク等には引き続き留意を要する状況にあり、経済・金融市場の動向については、一層意を用
いる必要があると認識しております。

　国内のリース業界を取り巻く環境については、テクノロジーの進化、脱炭素社会への移行等により大きく
変化しており、労働力不足や環境負荷低減への対応として、リース会社が提供するソリューションの重要性
は一層高まっております。一方で、政策金利引き上げやリース会計基準変更等、外部環境の変化に対応する
必要があります。こうした中で、社会的課題やお客さまニーズを的確に捉え、金融の枠を超えた新たな価値
を創造することが求められております。

　こうした状況下、当社グループは、「中期経営計画2025」で掲げた諸課題への取り組みに加え、更なる
成長に向け一層注力してまいります。金融にとどまらない高い自由度を活かしたサービスを提供する
ことで、お客さまの抱える事業戦略上の課題や社会的課題に率先して取り組み、ステークホルダーの
皆さまと共有できる新しい価値を創造し、お客さまの事業活動の発展と、それを通じた持続可能な社会
の実現に貢献してまいります。
　また、成長を支える経営基盤の強化・高度化に向け、ガバナンス強化・リスクマネジメント高度化や
ＤＸの加速・人財戦略の高度化にも取り組んでまいります。
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対処すべき課題

【サステナビリティに関する考え方および取組】
　当社グループは、「ニーズをつなぎ、未来を創る」という経営理念に基づき、事業活動を通じてステーク
ホルダーの皆さまと共有できる価値を創造し、持続可能な社会の実現に貢献することを目指しています。
環境・社会的課題への取り組みの重要性はますます高まっており、当社グループとして更なる持続可能な
社会の実現と成長を目指していくため、社会と当社グループのそれぞれの機会とリスクの観点から、優先的
に取り組むべき６つの重要課題(マテリアリティ)を特定し、これらのマテリアリティに対する取り組みを
事業戦略と一体化させて推進しております。
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対処すべき課題

【ガバナンス強化・リスクマネジメント高度化】
　ビジネスの多様化、専門性の高まりを踏まえ、事業ポートフォリオ変革に向け、各事業の戦略策定・意思決定
を迅速かつ機動的に行うために、資本コストを意識した収益管理、投資規律の導入、モニタリング体制の
構築によるガバナンスの強化を行うとともに、多様化するリスクカテゴリに応じたリスクコントロールの
高度化を図ってまいります。

【ＤＸの加速・人財戦略の高度化】
　ビジネス領域の拡大、新たなビジネスモデル実装に向けたデジタル技術の活用、次期システム導入等を通じた
更なる業務効率化と顧客利便性の向上によりビジネス開発を加速させてまいります。また、人財への積極的
な投資を行うことで、「最適な人財ポートフォリオの構築」、「個の強さの最大限の発揮」を目指し、人財戦略
の高度化を図ってまいります。

　「中期経営計画2025」の最終年度である2025年度は、将来の更なる飛躍に向け、「事業ポートフォリオ
運営の変革・高度化」を一段と進め、「成長を支える経営基盤の強化・高度化」を図ってまいります。

　株主の皆さまにおかれましては、引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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直前３事業年度の財産および損益の状況、企業集団の主要な事業内容

区　分 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
（当連結会計年度）

売 上 高 554,809 529,700 656,127 695,423

経 常 利 益 20,064 40,110 50,897 66,219

親会社株主に帰属する当期純利益 14,902 28,398 35,220 42,038

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭
61 　61 117 　35 145 　07 154　54

総 資 産 2,748,810 2,954,634 3,363,336 3,898,061

純 資 産 230,803 275,834 329,800 401,495

(３) 直前3事業年度の財産および損益の状況
(単位：百万円)

(注) 当社は2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、2021年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

事業セグメント 事業内容

リ ー ス ・ 割 賦 不動産、産業・工作機械、情報関連機器、輸送用機器、環境・エネルギー関連設
備等のリースおよび割賦販売業務

フ ァ イ ナ ン ス 不動産、航空機、船舶、環境・エネルギー分野等を対象とした金銭の貸付、出
資、ファクタリング業務等

そ の 他 中古物件売買、発電事業等

(４) 企業集団の主要な事業内容（2025年3月31日現在）

－ 8 －



2025/05/20 19:59:09 / 24207328_みずほリース株式会社_招集通知

主要な営業所

第一リース株式会社 本社（東京都港区）
みずほ東芝リース株式会社 本社（東京都港区）
エムエル・エステート株式会社 本社（東京都港区）
みずほオートリース株式会社 本社（東京都港区）
エムエル・パワー株式会社 本社（東京都港区）
瑞穂融資租賃（中国）有限公司 中国
Mizuho Leasing（Singapore）Pte.Ltd. シンガポール
Mizuho RA Leasing Pvt. Ltd. インド
Capsave Finance Pvt. Ltd.（注） インド
PT MIZUHO LEASING INDONESIA Tbk インドネシア

みずほ丸紅リース株式会社 本社（東京都千代田区）
リコーリース株式会社 本社（東京都千代田区）
日鉄興和不動産株式会社 本社（東京都港区）
みずほキャピタル株式会社 本社（東京都千代田区）
ジェコス株式会社 本社（東京都文京区）
Krungthai Mizuho Leasing Co., Ltd. タイ
Vietnam International Leasing Co., Ltd. ベトナム
PLM Fleet, LLC 米国
Aircastle Limited 米国
Affordable Car Leasing Pty Ltd オーストラリア

(５) 主要な営業所（2025年3月31日現在）

① 当　社
本　社 東京都港区虎ノ門一丁目2番6号
支店等 札幌支店、仙台支店、首都圏営業第二部（さいたま市）、富山支店、静岡支店、名古屋支店、

京都支店、大阪営業部、広島支店、高松支店、福岡支店

② 子会社

（注）Capsave Finance Pvt. Ltd.は、2025年5月5日にMizuho Capsave Finance Pvt. Ltd.へ商号変更しております。

③ 関連会社

－ 9 －
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使用人の状況、企業集団の主要な借入先の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

2,282名（95名） 106名増（1名増）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

819名（61名） 8名増（1名増） 44.1歳 14年2ヵ月

(６) 使用人の状況（2025年3月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、臨時使用人は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。
臨時使用人には、パートタイマーおよび派遣社員を含んでおります。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、臨時使用人は（　）内に年間の平均人数を外数で記載しております。
臨時使用人には、パートタイマーおよび派遣社員を含んでおります。

借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 411,503百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 225,805

農 林 中 央 金 庫 108,896

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 92,902

信 金 中 央 金 庫 63,450

(７) 企業集団の主要な借入先の状況（2025年3月31日現在）

－ 10 －
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株式の状況、新株予約権等の状況

2 会社の現況

① 発行可能株式総数 700,000,000株
② 発行済株式（自己株式を除く）の総数 282,658,720株

(注)1.当社は、2024年4月1日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行ったことにより、発行可能株式総数は    
700,000,000株となり、発行済株式総数は245,020,000株（自己株式を含む）となりました。

2.当社は、2024年６月18日を払込期日とする、丸紅㈱および㈱みずほフィナンシャルグループを割当先とする第三者割当増資に
より、発行済株式総数は37,646,300株増加しております。

③ 株主数 80,882名

株　主　名 持　株　数 持株比率
株 ％

株 式 会 社 み ず ほ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ 65,278,500 23.09
丸 紅 株 式 会 社 56,533,300 20.00

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 20,446,000 7.23

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 7,633,800 2.70

リ コ ー リ ー ス 株 式 会 社 7,500,000 2.65
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（三井住友信託銀行再信託分・株式会社東芝退職給付信託口） 3,000,000 1.06

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 2,925,000 1.03

Ｄ Ｏ Ｗ Ａ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 2,800,000 0.99

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 2,761,879 0.98

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 E 口 ) 2,755,500 0.97

(１) 株式の状況（2025年3月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

(注) 持株比率は、自己株式（7,580株）を控除して計算しております。
なお、自己株式には、「株式給付信託（BBT-RS）」による取得分2,755,500株は含めておりません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

株　式　数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 77,300株 6名

社 外 取 締 役 4,300株 6名

監 査 役 － －

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員（役員であった者を含む）に交付した株式の状況

(２) 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況（社外役員に関する事項、責任限定契約、役員等賠償責任保険契約）

区　分 氏　名 兼職先および兼職内容 兼職先との関係

取 締 役 根 岸 修 史

積水化学工業株式会社
特別顧問
首都高速道路株式会社
取締役会長

当社と積水化学工業株式会社との間には取引
関係はありません。
当社と首都高速道路株式会社との間には取引
関係はありません。

取 締 役 鷺 谷 万 里

株式会社MonotaRO 社外取締役
JBCCホールディングス株式会社
社外取締役
三菱商事株式会社 社外取締役

当社と株式会社MonotaROとの間には取引
関係はありません。
当社とJBCCホールディングス株式会社との
間には取引関係はありません。
当社と三菱商事グループとの間には取引等が
ありますが、その取引金額は双方の売上高の
1％未満で特別な重要性はありません。

取 締 役 河 村 　 肇 丸紅株式会社 特別顧問
津田駒工業株式会社 社外取締役

当社と丸紅グループとの間には取引等があり
ますが、その取引金額は双方の売上高の1％
未満で特別な重要性はありません。
当社と津田駒工業株式会社との間には取引関
係はありません。

取 締 役 青 沼 隆 之

シティユーワ法律事務所
オブ・カウンセル
株式会社ファミリーマート
社外取締役

当社とシティユーワ法律事務所との間には取
引等がありますが、その取引金額は双方の売
上高の1％未満で特別な重要性はありませ
ん。
当社と株式会社ファミリーマートとの間には
取引等がありますが、その取引金額は双方の
売上高の１％未満で特別な重要性はありませ
ん。

取 締 役 曽 禰󠄁 寛 純

アズビル株式会社
取締役会長　取締役会議長
安田倉庫株式会社
社外取締役

当社とアズビル株式会社との間には取引等が
あ り ま す が 、 そ の 取 引 金 額 は 双 方 の 売
上高の１％未満で特別な重要性はありません。
当社と安田倉庫株式会社との間には取引等が
あ り ま す が 、 そ の 取 引 金 額 は 双 方 の 売
上高の１％未満で特別な重要性はありません。

取 締 役 渡 邉 夏 海

株式会社リクルート
ｶｽﾀﾏｰｴｸｽﾍﾟﾘｴﾝｽ推進室
Vice President
株式会社UPRO　取締役
インタラクティブ株式会社
監査役

当社と株式会社リクルートとの間には取引関
係はありません。
当社と株式会社UPROとの間には取引関係は
ありません。
当社とインタラクティブ株式会社との間には
取引関係はありません。

(３) 会社役員の状況（社外役員に関する事項、責任限定契約、役員等賠償
責任保険契約）

① 社外役員に関する事項
(イ) 他の法人等の社外役員、業務執行者の兼職状況ならびに当社と当該他の法人等との関係
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会社役員の状況（社外役員に関する事項、責任限定契約、役員等賠償責任保険契約）

区　分 氏　名 兼職先および兼職内容 兼職先との関係

監 査 役 天 野 秀 樹

オリックス銀行株式会社
社外取締役
セイコーグループ株式会社
社外監査役

当社とオリックス銀行株式会社との間には取
引等がありますが、その取引金額は双方の売
上高の1％未満で特別な重要性はありません。
当社とセイコーグループ株式会社との間には
取引等がありますが、その取引金額は双方の
売上高の1％未満で特別な重要性はありません。

(注) 監査役天野秀樹氏は、2025年3月21日付で花王株式会社の社外監査役を退任しました。当社と花王株式会社との間には取引等
がありますが、その取引金額は双方の売上高の１％未満で特別な重要性はありません。
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会社役員の状況（社外役員に関する事項、責任限定契約、役員等賠償責任保険契約）

氏　名 取締役会
出席状況

任意の指名･
報酬委員会
出 席 状 況

主な活動状況および
期待される役割に関して行った職務の概要

根 岸 修 史 15回中14回 9回中9回

製造業における企業経営経験を背景とした深い見識等に基
づき、経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求
められる役割・責務を十分に果たしております。また、任
意の指名・報酬委員会の委員として、客観的・中立的立場
で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程におけ
る監督機能を果たしております。

鷺 谷 万 里 15回中15回 9回中9回

複数のIT関連企業における幅広い見識や豊富な企業経営の
経験に基づき、経営の監督と経営全般への助言など社外取
締役に求められる役割・責務を十分に果たしております。
また、任意の指名・報酬委員会の委員として、客観的・中
立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過
程における監督機能を果たしております。

河　村　　　肇 15回中14回 －

総合商社における業務全般にわたる深い知見および企業経
営の豊富な経験や見識に基づき、客観的・中立的な立場か
ら、経営の監督と経営全般への助言を行う等、社外取締役
に求められる役割・責務を十分に果たしております。

青 沼 隆 之 15回中15回 9回中9回

法律の専門家として、高度な専門性と豊富な経験や幅広い
見識に基づき、経営の監督と経営全般への助言など社外取
締役に求められる役割・責務を十分に果たしております。
また、任意の指名・報酬委員会の委員として、客観的・中
立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過
程における監督機能を果たしております。

曽 禰󠄁 寛 純 15回中15回 9回中8回

製造業における企業経営経験を背景とした深い見識等に基
づき、経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求
められる役割・責務を十分に果たしております。また、任
意の指名・報酬委員会の委員として、客観的・中立的立場
で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程におけ
る監督機能を果たしております。

渡 邉 夏 海

12回中12回
（2024年6月
25日取締役
就任以来）

5回中5回
（2024年6月
25日取締役
就任以来）

サービス業やスタートアップ経営における人事・企画面に
ついての深い知見に基づき、経営の監督と経営全般への助
言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に果たし
ております。また、任意の指名・報酬委員会の委員とし
て、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員
報酬等の決定過程における監督機能を果たしております。

(ロ) 当事業年度における主な活動状況
　社外取締役

－ 15 －



2025/05/20 19:59:09 / 24207328_みずほリース株式会社_招集通知

会社役員の状況（社外役員に関する事項、責任限定契約、役員等賠償責任保険契約）

氏　名 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況 主な活動状況

有 田 浩 士 15回中15回 13回中13回

金融機関における豊富な経営経験や、事務企画部門の責任
者としての経験に基づき、取締役会の意思決定の適正性を
確保するための発言を行っております。また、監査役会に
おいて適宜有用な発言を行っております。

諏 訪 部 伸 吾

12回中12回
（2024年6月
25日監査役
就任以来）

9回中9回
（2024年6月
25日監査役
就任以来）

金融機関における業務経験に基づく深い見識や、財務企
画、主計、IT企画分野での豊富な経験から、取締役会の意
思決定の適正性を確保するための発言を行っております。
また、監査役会において適宜有用な発言を行っておりま
す。

天 野 秀 樹 15回中15回 13回中13回

監査法人における公認会計士としての豊富な企業会計監査
の経験に基づき、取締役会の意思決定の適正性を確保する
ための発言を行っております。また、監査役会において適
宜有用な発言を行っております。加えて、任意の指名・報
酬委員会の委員として、客観的・中立的立場で当社の役員
候補者の選定や役員報酬等の決定過程において適宜有用な
発言を行っております。

　社外監査役

② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役および社外監査役天野秀樹氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づ
き、同法第423条第1項の損害賠償責任を法令が規定する額を限度とする趣旨の責任限定契約を締結
しております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、以下の「会社役員賠償責任保険契約」を締結しており、保険料は全額
当社が負担しております。

(イ) 当該保険契約の被保険者の範囲
　当社の取締役および監査役を被保険者としております。

(ロ) 当該保険契約の内容の概要
　被保険者が職務の執行に関し負担することによって生じる法律上の損害賠償金および争訟費用を
保険会社が填補するものであり、1年毎に契約更新しております。

(ハ) 当該保険契約により被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　犯罪行為に起因する損害や法令違反することを認識して行った行為に起因する損害は填補されな
いなど、一定の免責事由があります。
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会計監査人の状況

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 90百万円

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 142百万円

(４) 会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) 1. 会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額については実質的に区分できず、また、当社と会計監
査人との監査契約でも区分をしていないことから、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの総額を記載しております。

2. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査項目別監査時間およ
び監査報酬の推移ならびに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間および報酬額の妥当性を検討し
た結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

3. 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）であるコンフォートレター作成業
務についての対価を支払っております。

4. 当社の重要な子会社のうち、瑞穂融資租賃（中国）有限公司、Mizuho Leasing（Singapore）Pte. Ltd.、Mizuho RA 
Leasing Pvt. Ltd.、Capsave Finance Pvt. Ltd.及びPT MIZUHO LEASING INDONESIA Tbkは、当社の会計監査人以外
の監査法人の監査を受けております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が適切に職務執行することに支障があると認められる場合には、株主総会
に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役会
は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。

－ 17 －
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業務の適正を確保するための体制

(５) 業務の適正を確保するための体制
　取締役会で決議した「業務の適正を確保するための体制」および「当該体制の運用状況」の概要は以下
の通りであります。
　なお、2024年4月24日開催の取締役会において決議した当社の「業務の適正を確保するための体制」
の運用状況について検証を実施し、体制・運用に問題がないことを確認したうえで、2025年4月24日開
催の取締役会において「業務の適正を確保するための体制」を決議しております。

「業務の適正を確保するための体制」の決議内容の概要

１ リスク管理体制
損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　経営に重大な影響を及ぼす虞のある様々なリスクを適切に把握および評価し、損失の発生を予防す
る等の対応により、許容範囲内にリスクを制御することにより、損失の極小化と効率性の向上を図る
体制を整備する。
　全社的な視点から適切な牽制機能が発揮されるよう、リスク管理グループ長が、損失の危険の管理
に関する規程その他の体制に係る全体統括を行う。
　管理すべきリスクについて「リスク管理基本方針」を制定し、定量リスク（フィナンシャルリス
ク）と定性リスク（オペレーショナルリスク）とに区分する。
　さらに、定量リスクは、信用リスク、市場リスク、アセットリスク、エクイティリスクに区分し、
定性リスクは、事務リスク、ＩＴシステム等に係るリスク、人的・災害等に係るリスク、コンプライ
アンスリスク等に区分し、これらを政策委員会において状況把握および対応を行う。
当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループ全体として適切にリスク管理を行うためリスク管理グループ長の下、グループ会社の
リスク管理体制強化の観点から、状況を把握し対応を行う。

２ コンプライアンス体制
取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　「コンプライアンス」とは「役職員が法令・諸規則を遵守し、社会的規範にもとることのない誠実
かつ公正な企業活動を実践すること」と定義し「コンプライアンスの不徹底が経営基盤を揺るがし得
ることを十分に認識し、コンプライアンスの徹底を通じ、株主・市場から高く評価され、広く社会か
らの信頼を確立すること」を目的に「コンプライアンス基本方針」を定める。
　コンプライアンスに関する全体統括を行う法務・コンプライアンスグループ長の下、コンプライア
ンス遵守状況を把握・管理する。
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当社の子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制
　「グループ会社経営管理規程」および「コンプライアンス基本方針」等に基づきグループ会社の役
職員の職務執行に係わるコンプライアンス体制を整備する。

３ 情報管理体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　役職員の職務の執行に係る文書および重要な情報の保存および管理について「情報管理基本方針」
を定め、法務・コンプライアンスグループ長は、情報および情報資産につき保存年限に応じ適切に保
存しかつ管理する体制を整備する。
　情報セキュリティ全般に係る事項につき、リスク情報を「リスク管理委員会」に集約し、リスク状
況を俯瞰した対応を行う。

４ 取締役の職務執行の効率性確保体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の効率的な執行のため、取締役会は、監督機能と戦略的議論を行うことを主たる役割
とし、執行については、執行役員制度を採用し、各々の業務執行において決裁者を定め、責任の明確
化を図る。
　決裁者の判断支援と相互牽制を確保するため、経営会議や各政策委員会を設置し、その運営によ
り、迅速かつ適切な意思決定を可能とする体制を整備する。

５ グループ会社経営管理体制
当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、当社グループの経営方針・経営戦略を策定し、これを各グループ会社と適切に共有し、各
グループ会社は「グループ経営管理規程」に基づき、重要事項について事前承認申請、定期的な経営
状況報告を行うことにより、適切に経営管理を行う体制とする。
　当社は、「グループ経営管理規程」に基づき、各グループ会社の自律的な内部統制の状況を把握
し、必要に応じ、各グループ会社に対し適切な指導を行う。
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６ 監査役監査の実効性確保体制
　監査役監査の実効性を確保するため、以下の体制を整備する。
①　監査役（会）直属の組織として、監査役室を設置し、監査役の職務を補助するに適切な人材

（以下「補助使用人等」）を配置し、その人事に関する事項につき、監査役の意見を尊重する
等、補助使用人等の執行部門からの独立性を確保する。

②　当社およびグループ会社の役職員は、不正行為、法令違反等、当社グループに著しい損害を及
ぼす虞のある事実を発見した時、および、監査役が求める事項につき、監査役に報告・説明す
る。
当社およびグループ会社の役職員および退職者を通報者とする監査役へのホットラインを設置
する。

③　監査役の指示に従った補助使用人等、監査役へのホットラインの通報者、監査役への報告者お
よび面談者等に対し、これらを行ったことを理由として不利な取扱いを行わない。

④　監査役の職務の執行に関して生ずる費用は、監査役からの請求等に基づき当社が負担する。
⑤　監査役は、必要と認める社内会議に出席し、当社およびグループ会社の役職員は、監査役から
面談の求めがあった場合、これに応じる。

⑥　当社業務監査部は、監査役への定期的な報告および意見聴取を行う。
⑦　上記におけるグループ会社の役職員に関する事項につき、グループ会社に対してその適用を指
示する。

「業務の適正を確保するための体制」の運用状況の概要

１ リスク管理体制
損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業活動にかかわるリスクを的確に把握・分析・制御し、経営への影響を低減していくため、リス
ク管理グループ長が全社的な視点でリスクマネジメントを一元的に統括・推進するとともに、各リス
ク所管部門を通じてリスク事象に対して迅速かつ機動的に対応する体制を整備しております。
業務に伴って発生するリスクを、定量的管理を行うフィナンシャルリスクと、定性的管理を行うオペ
レーショナルリスクに分け、各々のリスク管理体制を定め、また「PM・ALM委員会」および「リス
ク管理委員会」を開催し、リスクに関するコミュニケーションの充実を図るとともに、リスク管理の
状況を取締役会に報告しております。
①　信用リスクについては、統計的手法による定量計測、取引先信用格付（四半期毎）、資産査定
（半期毎）等を実施しております。
大口与信先や、経済環境の変化の影響を強く受ける与信先については、損失発生の可能性を早
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期に検知し、対応の検討を行い、損失の極小化に努めております。
②　市場リスクについては、金利・株価等の変動がポートフォリオ全体に及ぼす影響を定量化し、
モニタリングしております。

③　アセットリスク・エクイティリスクについては、いずれも価格変動やキャッシュフローの変化
による投資の劣化を定量化し、モニタリングしております。
また、各分類のリスク・リターンに応じ、リスク資本を配賦し、リスク・リターンのモニタリ
ングを行うことによって資本の有効活用とともに、リスク・リターンの向上を図っておりま
す。

④　事務リスクについては「事務品質管理規程」等により事務品質の正確性・迅速性の維持に努め
ております。

⑤　ITシステム等に係るリスクについては「ITシステム・事務委員会」において、ITシステム投資
に係る状況を把握し必要な対応策の協議等を行っております。
また、「情報管理基本方針」「情報管理規程」に基づき、情報セキュリティーレベルを高めつ
つ、事務の高度化・効率化等に対応するシステム整備を行うとともに、近年のサイバーリスク
に対応するため、サイバーセキュリティ対策の整備・強化を推進しております。

⑥　人的・災害等に係るリスクについては、緊急事態発生時に備え、当社およびグループ会社の役
職員を対象とした安否確認メール訓練や、休日の地震発災を想定した緊急対策本部会議のリハ
ーサルを行っております。

⑦　コンプライアンスリスクについては「コンプライアンス基本方針」等に基づき、整備を行って
おります。

⑧　その他のリスクについては、「リスク管理基本方針」等の定めに基づき、適切に状況を把握し
対応を行っております。

当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理グループ長の下、「フィナンシャルリスク管理規程」および「オペレーショナルリスク
管理規程」に基づき、グループ会社のリスク管理の状況を把握し対応を行っております。
　具体的には、主要な子会社については、当社と同様に定量的なリスクの量を計測するとともに、オ
ペレーショナルリスク事象については、即時かつ一元的に幅広く収集し、適切な顧客対応、原因分
析、再発防止策の策定等を行っております。また、主要な関連会社については、リスク管理の体制お
よびその状況について、定期的または随時に報告を受け、必要に応じ指導等を行っております。
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２ コンプライアンス体制
取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　「コンプライアンス基本方針」に基づき、規程類を制定し、法務・コンプライアンスグループ長の
下、法務コンプライアンス部が、コンプライアンス全般に係る企画立案および推進を行うとともに、
コンプライアンス遵守状況を適切に把握・管理しております。
①　「みずほリースグループの企業行動規範」および「反社会的勢力関係に関する規程」等に基づ
き、反社会的勢力との取引排除に向けて対応しております。

②　コンプライアンスを徹底するための具体的な実践計画として「コンプライアンス・プログラ
ム」を策定し、各種教育・研修およびコンプライアンスの遵守状況のチェックを行い、実施結
果を経営会議に報告しております。

③　社長直轄の業務監査部が、内部監査の実施を通じ、部店のコンプライアンスの状況を調査・検
証し、その報告に基づき、法務コンプライアンス部が中心となり、所要の措置を講じておりま
す。

④　職場における不正行為等の早期発見のため社員が安心して相談・報告できるよう、社内外に通
報窓口を設置するとともに「内部通報規程」に基づき、報告者本人に対し、いかなる不利益な
取り扱いも行っておりません。

⑤　財務報告の信頼性を確保するため、決算・財務報告プロセスにつき、内部統制統括室が財務諸
表および財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等の評価を実施しております。

当社の子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制
①　当社グループ会社は、共通の経営理念と「みずほリースグループの企業行動規範」の下「コン
プライアンス基本方針」等に基づき、当社と同様のコンプライアンス体制を整備し運用してお
ります。

②　当社業務監査部は、コンプライアンスの遵守状況を監査項目の一つとして設定してグループ会
社を監査し、その結果報告等に基づき、当社法務コンプライアンス部が中心となり、所要の措
置を講じております。

３ 情報管理体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　役職員の職務の執行に関し、株主総会議事録および取締役会議事録等を適切に保存・管理し、必要
に応じて閲覧可能な状態を維持しております。
　情報および情報資産の管理については、統括責任者および管理責任者を選定し、ルールの徹底等を
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行っております。
　情報漏えいリスクについては、「リスク管理委員会」において、各種施策の推進状況、リスク管理
状況等の報告、審議・調整等を行っております。
　グループ会社においても、リスク事象発生に関する報告を行う等、適切なリスク管理報告、法令等
制度への対応を行っております。

４ 取締役の職務執行の効率性確保体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　監督（取締役会）と執行（経営会議等）の役割を明確化するとともに、執行役員制度の下、経営会
議や各政策委員会を設置し、迅速かつ適切な組織的意思決定を可能とする体制を整備し、運営してお
ります。

５ グループ会社経営管理体制
当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　「グループ会社経営管理規程」に基づき、当社に対する事前承認申請を、これに準じる事項につい
ては報告を受ける管理体制により、グループ会社の機能ごとの指導・支援・管理を行う当社各機能部
と連携し、経営所管部である経営企画部が適切な統括管理を実施しております。なお、海外グループ
会社の管理実務については国際業務管理部に委任しております。
　主要な国内グループ会社において「業務の適正を確保する体制（内部統制システム）整備」を決議
し、業務の適正を確保するための体制を適切に構築・運用しております。
　当社業務監査部は、主要なグループ会社の内部監査を実施しているほか、当社監査役の求めに応
じ、当社および主要なグループ会社の監査役との連絡会等において必要な情報の提供等を行っており
ます。
当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　「グループ会社経営管理規程」に基づき、各グループ会社の重要事項については事前承認申請を、
これに準じる事項については報告を受けております。
当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社経営会議において、定期的に各グループ会社から経営状況について報告を受けているほか、必
要に応じ、各グループ会社に対し、適切な指導を行っております。
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６ 監査役監査の実効性確保体制
①　監査役室に、監査役の職務を補助する補助使用人等を配置し、補助使用人等の人事に関する事項
については、監査役からの意見を尊重することとしております。

②　監査役が出席する当社取締役会その他重要な会議等において、当社およびグループ会社の業務の
執行状況および結果について報告するとともに、重要な決裁文書や報告資料等を監査役へ回付し
ております。

③　当社およびグループ会社の役職員は、必要に応じ監査役への報告を行うとともに、監査役から説
明等を求められた事項については、全て対応しております。

④　当社およびグループ会社の内部通報窓口の一つとして、監査役へのホットラインを設置しており
ます。

⑤　当社およびグループ会社の役職員が監査役に報告等を行ったことを理由として不利な取扱いを受
けることはなく、当社およびグループ会社において「内部通報規程」を整備し、通報者等の保護
を図っております。

⑥　監査役の職務の執行に関する費用等については、監査役の請求等に従い当社が負担しておりま
す。

⑦　当社の取締役、業務監査部、会計監査人、主要グループ会社社長およびグループ会社監査役は、
定期的または随時に監査役との面談等を実施しております。
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資 産 の 部 負 債 の 部
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
割 賦 債 権
リース債権及びリース投資資産
営 業 貸 付 金
その他の営業貸付債権
営 業 投 資 有 価 証 券
賃 貸 料 等 未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産
賃 貸 資 産
賃 貸 資 産 前 渡 金
そ の 他 の 営 業 資 産
そ の 他 の 営 業 資 産
社 用 資 産
無 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産
賃 貸 資 産
その他の無形固定資産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
破 産 更 生 債 権 等
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

2,542,515
68,125
2,720

120,323
1,040,972
598,428
179,421
439,643
5,523
89,679
△2,323

1,355,545
908,323
810,394
807,006
3,387
94,024
94,024
3,904
22,886
8,408
8,408
14,477
4,212
5,161
5,104

424,336
377,214
18,856
1,479
4,372
24,872
△2,458　

流 動 負 債 1,991,876
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 30,939
短 期 借 入 金 711,901
一年内償還予定の社債 63,062
一年内返済予定の長期借入金 360,302
コマーシャル・ペーパー 662,600
債権流動化に伴う支払債務 51,298
リ ー ス 債 務 18,562
未 払 法 人 税 等 8,984
割 賦 未 実 現 利 益 6,372
賞 与 引 当 金 2,220
役 員 賞 与 引 当 金 311
役 員 株 式 給 付 引 当 金 281
債 務 保 証 損 失 引 当 金 12
本 社 移 転 損 失 引 当 金 106
そ の 他 74,922

固 定 負 債 1,504,688
社 債 423,282
長 期 借 入 金 958,960
債権流動化に伴う長期支払債務 46,664
役 員 株 式 給 付 引 当 金 94
本 社 移 転 損 失 引 当 金 590
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,498
受 取 保 証 金 38,566
そ の 他 34,032
負 債 合 計 3,496,565

純 資 産 の 部
株 主 資 本 326,983
資 本 金 46,925
資 本 剰 余 金 42,524
利 益 剰 余 金 239,594
自 己 株 式 △2,060

その他の包括利益累計額 55,893
その他有価証券評価差額金 19,181
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,534
土 地 再 評 価 差 額 金 △10
為 替 換 算 調 整 勘 定 39,151
退職給付に係る調整累計額 1,104
非 支 配 株 主 持 分 18,618
純 資 産 合 計 401,495

資 産 合 計 3,898,061 負 債・純資産合計 3,898,061

連結貸借対照表（2025年3月31日現在）
(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 695,423
売 上 原 価 609,080

売 上 総 利 益 86,343
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 37,377

営 業 利 益 48,966
営 業 外 収 益

受 取 利 息 300
受 取 配 当 金 1,024
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 18,008
投 資 収 益 2,543
そ の 他 752 22,629

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,676
そ の 他 700 5,377

経 常 利 益 66,219
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 403 403
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 9
投 資 有 価 証 券 評 価 損 41
本 社 移 転 損 失 引 当 金 繰 入 額 697 748

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 65,873
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,190
法 人 税 等 調 整 額 3,787 20,978
当 期 純 利 益 44,895
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,857
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 42,038

連結損益計算書（自 2024年4月1日　至 2025年3月31日）
(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日） (単位：百万円)

株　　　主　　　資　　　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 2 ４ 年 4 月 1 日 残 高 26,088 23,578 208,545 △1,040 257,171
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 20,837 20,837 － － 41,674
剰 余 金 の 配 当 － － △10,994 － △10,994
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 － － 42,038 － 42,038
自 己 株 式 の 取 得 － － － △1,202 △1,202
自 己 株 式 の 処 分 － － － 182 182
連 結 範 囲 の 変 動 － － 5 － 5
連結子会社の増資による持分の増減 － △1,890 － － △1,890
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） － － － － －

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 20,837 18,946 31,049 △1,020 69,812
2 0 2 ５ 年 3 月 3 1 日 残 高 46,925 42,524 239,594 △2,060 326,983

そ　の　他　の　包　括　利　益　累　計　額
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
2 0 2 ４ 年 4 月 1 日 残 高 22,720 △4,584 － 32,299 1,298 51,734
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － － － －
剰 余 金 の 配 当 － － － － － －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 － － － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
自 己 株 式 の 処 分 － － － － － －
連 結 範 囲 の 変 動 － － － － － －
連結子会社の増資による持分の増減 － － － － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） △3,539 1,050 △10 6,852 △193 4,158

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △3,539 1,050 △10 6,852 △193 4,158
2 0 2 ５ 年 3 月 3 1 日 残 高 19,181 △3,534 △10 39,151 1,104 55,893

非支配株主持分 純資産合計

2 0 2 ４ 年 4 月 1 日 残 高 20,894 329,800
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 － 41,674
剰 余 金 の 配 当 － △10,994
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 － 42,038
自 己 株 式 の 取 得 － △1,202
自 己 株 式 の 処 分 － 182
連 結 範 囲 の 変 動 － 5
連結子会社の増資による持分の増減 － △1,890
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） △2,275 1,883

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △2,275 71,695
2 0 2 ５ 年 3 月 3 1 日 残 高 18,618 401,495

 連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

(単位：百万円)

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数 47社

主要な連結子会社の名称
第一リース株式会社
みずほ東芝リース株式会社
エムエル・エステート株式会社
みずほオートリース株式会社
エムエル・パワー株式会社
瑞穂融資租賃（中国）有限公司
Mizuho Leasing （Singapore） Pte. Ltd.
Mizuho RA Leasing Pvt. Ltd.
Capsave Finance Pvt. Ltd.
PT MIZUHO LEASING INDONESIA Tbk

　未来創電鳥羽合同会社ほか1社については出資持分を取得したことにより、エムエル・パワー株式会社に
ついては重要性が増加したことにより当連結会計年度において連結の範囲に含めております。
②　主要な非連結子会社の名称等

カイキアスリーシング有限会社
Apus Line Shipping S.A.

(連結の範囲から除いた理由)
　非連結子会社のうち、カイキアスリーシング有限会社ほか128社は、主として匿名組合契約方式による賃
貸事業を行っている営業者であり、その資産および損益は実質的に当該子会社に帰属しないため、連結の範
囲から除外しております。
　非連結子会社のうち、Apus Line Shipping S.A.ほか47社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産
額・売上高・当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

③　開示対象特別目的会社
　開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社を利用した取引の概要および開示対象特別目的会社
との取引金額等については、「９．開示対象特別目的会社に関する注記」に記載しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の数　12社

主要な持分法適用関連会社の名称
みずほ丸紅リース株式会社
リコーリース株式会社
日鉄興和不動産株式会社
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みずほキャピタル株式会社
ジェコス株式会社
Krungthai Mizuho Leasing Co., Ltd.
Vietnam International Leasing Co., Ltd.
PLM Fleet, LLC
Aircastle Limited
Affordable Car Leasing Pty Ltd
ジェコス株式会社については新たに株式を取得したことにより、また、メトレック株式会社については新
たに設立したことにより、当連結会計年度において持分法適用の範囲に含めております。

②　持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な会社の名称等
カイキアスリーシング有限会社（非連結子会社）
Apus Line Shipping S.A.（非連結子会社）
Endeavour Maritime Partners S.A.（関連会社）

(持分法を適用しない理由)
　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち、カイキアスリーシング有限会社ほか129社は、
主として匿名組合契約方式による賃貸事業を行っている営業者であり、その資産および損益は実質的に当該
子会社に帰属しないため、持分法の適用範囲から除外しております。
　持分法を適用しない非連結子会社のうち、Apus Line Shipping S.A.ほか47社および関連会社の
Endeavour Maritime Partners S.A.ほか8社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に
見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の適
用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は、瑞穂融資租賃（中国）有限公司ほか34社あります。
これらの連結子会社については、それぞれの決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な
取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

　デリバティブ
　時価法を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　賃貸資産
　主として賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間終了時の処分見積価額を残存価額とする定額法を採用してお
ります。
　その他の営業資産
　定額法を採用しております。
　社用資産
　当社および国内連結子会社は、主として定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。

建　　物　　　　　２～65年
器具備品　　　　　２～20年

　その他の無形固定資産
　当社および連結子会社は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　繰延資産の処理方法
　株式交付費および社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

④　重要な引当金の計上基準
(ｲ)　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権および破
産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　破産更生債権等については、債権額から回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし
て債権額から直接減額しております。
　なお、直接減額した金額は4,191百万円であります。

(ﾛ)　賞与引当金
　当社および一部の国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支
給見込額を計上しております。

(ﾊ)　役員賞与引当金
　当社および一部の国内連結子会社は、役員等に対して支給する賞与の支払いに備えるため、当連結会計年
度における支給見込額を計上しております。

(ﾆ)　債務保証損失引当金
　当社および一部の国内連結子会社は、債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案
し、損失見込額を計上しております。

(ﾎ)　役員株式給付引当金
　役員等の株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式等の給付債務見込額を計上しておりま
す。

(ﾍ)　本社移転損失引当金
　本社移転に係る損失に備えるため、当連結会計年度末における損失見込額を計上しております。
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⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。
　なお、在外連結子会社等の資産、負債、収益、費用は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例
処理を採用しております。
　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ、金利通貨スワップ、借入金、社債、為替予約
ヘッジ対象…借入金、社債、営業貸付金、有価証券、外貨建予定取引

　ヘッジ方針
　資産および負債から発生する金利リスクおよび為替変動リスクをヘッジし、安定した収益を確保するため
に、取締役会で定められた社内管理規程に基づき、デリバティブ取引を行っております。
　ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動およびキャ
ッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎として判断しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては投資効果の発現する期間や投資の回収期間等を見積り、当該期間において均等償却してお
ります。また、金額に重要性が乏しい場合には発生年度に一括償却しております。
　なお、持分法の適用にあたり、発生した投資差額（のれん相当額）についても、上記と同様の方法を採用し
ております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準
　リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
　オペレーティング・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準
　リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対
応するリース料を計上しております。
　なお、賃貸資産を売却した場合は、当該売却額を売上高、帳簿価額を売上原価に計上しております。
　営業貸付債権の計上方法
　営業目的の金融収益を得るために実行する貸付金、ファクタリング等を計上しております。
　なお、当該金融収益は「売上高」に計上しております。
　営業投資有価証券の計上方法
　営業目的の金融収益を得るために所有する有価証券を計上しております。
　なお、当該金融収益は「売上高」に計上しております。
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　退職給付に係る会計処理の方法
⒜　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

⒝　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）
による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、発生期の従業員の平均残存勤務期間（10～17年）による定額法によ
り按分した額を発生期の翌連結会計年度から費用処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022
年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-
３項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類
における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用し
ております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類とな
っております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
貸倒引当金の計上

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
貸倒引当金（流動・固定）   4,782百万円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　金額の算出に用いた主要な仮定
　当社グループの貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、債権の区分ごとに必要と認めた額
を計上しております。
　債権の区分の決定には、債務者の業況の将来見込等に関する仮定を含んでおります。
　金額の算出方法
　当社グループの貸倒引当金の計上基準は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等　(4) 会計方針に関する事項　④　重要な引当金の計上基準」に記載しており、回収不能見込額
は、一般債権については今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、この予想損失額は１年間の貸倒
実績を基礎とした貸倒実績率の過去３算定期間の平均値に基づき予想損失率を求め算出しております。
　また、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。
　翌期の連結計算書類に与える影響
　上記「 　金額の算出に用いた主要な仮定」における与信先の債権の区分の決定に用いた仮定は不確実で
あり、特定の業界における経営環境の変化等が生じた場合には、損失額が増減する可能性があります。
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４．追加情報
株式給付信託制度
　当社は、取締役および取締役を兼務しない執行役員（以下「取締役等」という）の報酬と当社の業績および株式
価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆
さまと共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績
連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という）を導入しております。
(1) 本制度の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信
託」という）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式および
当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度であります。な
お、取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として毎年一定の時期とし、取締役等が当社株式を時価で
換算した金額相当の金銭の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時といたします。取締役等が在任中
に当社株式の給付を受ける場合、取締役等は、当社株式の給付に先立ち、当社との間で譲渡制限契約を締結する
ことといたします。

(2) 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株式と
して計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は2,055百万円、株式数は2,755,500株で
あります。
(注) 当社は2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。
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賃貸資産の減価償却累計額 98,977百万円
その他の営業資産の減価償却累計額 20,914百万円
社用資産の減価償却累計額 4,932百万円

リース債権及びリース投資資産 24,318百万円
営 業 貸 付 金 26,894百万円
営 業 投 資 有 価 証 券 30,971百万円
賃 貸 資 産 37,801百万円
そ の 他 の 営 業 資 産 57,991百万円
投 資 有 価 証 券 16百万円

合　　　　　計 177,993百万円

短 期 借 入 金 21,126百万円
一年内返済予定の長期借入金 24,187百万円
債 権 流 動 化 に 伴 う 支 払 債 務 1,017百万円
長 期 借 入 金 55,845百万円
債権流動化に伴う長期支払債務 8,913百万円

合　　　　　計 111,089百万円

営 業 活 動 に 係 る 保 証 債 務 23,438百万円
そ の 他 の 保 証 債 務 16,163百万円

合　　　　　計 39,602百万円

５．連結貸借対照表等に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 担保に供している資産

(3) 担保提供資産に対応する債務

(4) 債権流動化に伴う支払債務および債権流動化に伴う長期支払債務
　債権流動化に伴う支払債務および債権流動化に伴う長期支払債務は、リース債権流動化による資金調達額であ
ります。
　なお、これに伴い譲渡したリース債権の残高は124,581百万円であります。

(5) 保証債務

(6) その他
　当社連結子会社のみずほ東芝リース株式会社は、日鉄ソリューションズ株式会社との間でのシステムサーバお
よび周辺機器等に係る売買契約（以下「本件売買契約」という）に関して、日鉄ソリューションズ株式会社が
2019年11月、本件売買契約を解消する旨の意思表示をしましたが、日鉄ソリューションズ株式会社に対する売
買代金相当額を請求する正当な権利を有しているものと判断し、2020年３月31日に東京地方裁判所に対し、日
鉄ソリューションズ株式会社を被告とした訴訟を提起いたしました。
　なお、本件売買代金相当額に見合う未収入金10,620百万円については、連結貸借対照表の投資その他の資産
の区分のその他に計上しております。
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株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 49,004,000株 233,662,300株 － 282,666,300株

決　　議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基　準　日 効力発生日

2024年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 5,341百万円 109円 2024年３月31日 2024年６月26日

2024年11月６日
取 締 役 会 普通株式 5,653百万円 20円 2024年９月30日 2024年12月３日

合　　計 10,994百万円

・ 配 当 金 の 総 額 7,631百万円
・１株当たり配当額 27円
・ 基 　 　 準 　 　 日 2025年３月31日
・ 効  力  発  生  日 2025年６月26日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

(注)普通株式の増加233,662,300株は、2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行った
ことによる増加196,016,000株および2024年６月18日を払込期日とする丸紅株式会社および株式会社みずほ
フィナンシャルグループを割当先とする第三者割当増資による増加37,646,300株であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2025年６月25日開催の第56回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
(注)当社は2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりますが、2024年３

月31日を基準日とする配当については、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。
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７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、リース、割賦、貸付等の総合金融サービス事業を展開しております。資金調達につきまし
ては、財務安定性の観点から調達方法の多様化を図り、金融機関からの間接調達のほか、コマーシャル・ペー
パーや社債の発行、リース債権の流動化による直接調達を行っております。また、当社グループでは、資産負
債の統合管理（ＡＬＭ）を行っており、借入金利等の金利変動リスクを回避しつつ、安定した収益を確保する
目的等でデリバティブ取引を利用しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　当社グループが保有する金融資産であるリース債権及びリース投資資産、割賦債権、営業貸付金、その他の
営業貸付債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、案件受付等の入口段階で取
引先ごとの信用格付付与に加えて案件審査を通じて的確かつ厳正な与信判断を行い、期中管理として自己査定
規程に則した資産査定による適正な償却・引当を実施しております。また、ポートフォリオ全体の信用リスク
についても定期的に計量を行い、そのリスク量を一定の範囲に抑えるべくリスク全体をコントロールする管理
体制をとっております。
　営業投資有価証券、投資有価証券は、主として株式、債券、優先出資証券および組合出資金であり、発行体
の信用リスクのほか、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、当該リスクに関してもそのリスクを計量
しモニタリングを行う体制をとっております。
　借入金、コマーシャル・ペーパーおよび社債等は、金融市場の環境変化により機動的な資金調達を行うこと
ができなくなる流動性リスクに晒されているほか、変動金利借入については金利の変動リスクに晒されており
ます。これらの資金調達に関するリスクについては、ＡＬＭ分析に基づき管理し、リスクをコントロールしな
がら安定した収益の確保に努める態勢をとっております。
　デリバティブ取引は、主としてＡＬＭの一環として行っている金利スワップ取引であります。当社グループ
では、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である借入金等にかかわる金利の変動リスクに対し
てヘッジ会計を適用し、金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行って
おります。デリバティブ取引の執行・管理については、社内管理規程に従って行っており、また、デリバティ
ブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用度の高い大手金融機関との
み取引を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）１を参照ください）。現金及び預金に
ついては、主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
　また、経過利息が発生する取引については、時価より連結決算日までの既経過利息を控除しております。
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(単位：百万円)
連結貸借対照表
計 上 額 時　　　価 差　　　額

(1) 割賦債権（＊1）（＊2） 112,854 110,759 △2,094
(2) リース債権及びリース投資資産（＊2）（＊3）（＊4） 1,002,559 1,046,055 43,495

(3) 営業貸付金（＊2） 598,003 639,937 41,934

(4) その他の営業貸付債権（＊2） 179,332 181,478 2,146

(5) 営業投資有価証券、投資有価証券（＊2）
その他有価証券 174,597 174,597 －

(6) 破産更生債権等（＊5） 16,408 16,408 －

資産計 2,083,755 2,169,236 85,481
(1) 支払手形及び買掛金 30,939 30,852 △86
(2) 短期借入金 711,901 710,286 △1,615

(3) コマーシャル・ペーパー 662,600 662,510 △89

(4) リース債務 18,562 18,511 △50

(5) 社債（＊6） 486,345 474,102 △12,242

(6) 長期借入金（＊7） 1,319,262 1,303,229 △16,033

(7) 債権流動化に伴う長期支払債務（＊8） 97,962 97,230 △731

負債計 3,327,573 3,296,723 △30,850
デリバティブ取引（＊9）
　①　ヘッジ会計が適用されていないもの (1,246) (1,246) －

　②　ヘッジ会計が適用されているもの (1,957) (1,957) －

デリバティブ取引計 (3,203) (3,203) －

(＊1) 割賦債権については、割賦未実現利益を控除しております。
(＊2) 割賦債権、リース債権及びリース投資資産、営業貸付金、その他の営業貸付債権および営業投資有価証

券については、これらに対応する一般貸倒引当金を控除しております。
(＊3) リース投資資産については、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る見積残存価額を控除してお

ります。
(＊4) リース債権及びリース投資資産については、約定期日到来により受領した未経過リース期間に対応する

リース料を控除しております。
(＊5) 破産更生債権等に対応する個別貸倒引当金を控除しております。
(＊6) 一年内償還予定の社債を含めて表示しております。
(＊7) 一年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
(＊8) 債権流動化に伴う支払債務を含めて表示しております。
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(単位：百万円)

区　分 時　価
レベル1 レベル2 レベル3 合　計

営業投資有価証券、投資有価証券
　その他有価証券
　　債券 － 67,569 38,751 106,320
　　株式 19,002 1,765 2,645 23,414
　　その他 － 42,009 2,853 44,862

資産計 19,002 111,344 44,250 174,597
デリバティブ取引
　通貨関連 － 27 － 27
　金利関連 － 1,770 － 1,770
　金利通貨関連 － (5,001) － (5,001)

デリバティブ取引計 － (3,203) － (3,203)

(＊9) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、（　）で示しております。

（注）１．市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額290,891百万円）については、金融商品の時価情報の
「資産（5）その他有価証券」には含めておりません。

２．連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資の時価については、時価の注記を行っ
ておりません。なお、当該取扱いを適用した組合等への出資の連結貸借対照表計上額は291,292百万
円であります。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の3つのレベル
に分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るインプ

ットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日）
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(単位：百万円)

区　分 時　価
レベル1 レベル2 レベル3 合　計

割賦債権 － － 110,759 110,759
リース債権及びリース投資資産 － － 1,046,055 1,046,055
営業貸付金 － － 639,937 639,937
その他の営業貸付債権 － － 181,478 181,478
破産更生債権等 － － 16,408 16,408

資産計 － － 1,994,639 1,994,639
支払手形及び買掛金 － 30,852 － 30,852
短期借入金 － 710,286 － 710,286
コマーシャル・ペーパー － 662,510 － 662,510
リース債務 － 18,511 － 18,511
社債 － 474,102 － 474,102
長期借入金 － 1,303,229 － 1,303,229
債権流動化に伴う長期支払債務 － 97,230 － 97,230

負債計 － 3,296,723 － 3,296,723

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2025年3月31日）

(注) 時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

資　産
営業投資有価証券、投資有価証券

　営業投資有価証券および投資有価証券については、取引所の価格または取引金融機関または情報ベンダーか
ら提示された価格などの公表された相場価格のうち、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるもの
はレベル１の時価に分類しており、これには主として上場株式を含んでおります。
　公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しており、これ
には主として社債を含んでおります。また、市場における取引価格が存在しない投資信託については、解約ま
たは買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がないため、基準価額を時
価としレベル２の時価に分類しております。
　相場価格が入手できない場合には、与信管理上の信用リスク区分ごとに将来キャッシュ・フローを銀行間取
引金利等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定した現在価値によっております。
算定にあたり重要な観察できないインプットである信用スプレッドを用いているためレベル３の時価に分類し
ております。
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割賦債権
　割賦債権については、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを銀行間取引金利
等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定した現在価値を時価としております。
　割賦債権の時価算定において、観察できないインプットである信用スプレッドによる影響額が重要であるた
め、レベル３の時価に分類しております。

リース債権及びリース投資資産
　リース債権及びリース投資資産については、与信管理上の信用リスク区分ごとに、主として受取リース料か
ら維持管理費用を控除した将来キャッシュ・フローを銀行間取引金利等の適切な指標に信用スプレッドを上乗
せした利率で割り引いて算定した現在価値を時価としております。
　リース債権及びリース投資資産の時価算定において、観察できないインプットである信用スプレッドによる
影響額が重要であるため、レベル３の時価に分類しております。

営業貸付金、その他の営業貸付債権
　営業貸付金およびその他の営業貸付債権については、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッ
シュ・フローを銀行間取引金利等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定した現在
価値を時価としております。
　いずれの時価算定についても観察できないインプットである信用スプレッドによる影響額が重要であるた
め、レベル３の時価に分類しております。

破産更生債権等
　破産更生債権等については、担保および保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた
め、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価
額をもって時価としております。
　観察できないインプットである貸倒見積高等による影響額が重要であるため、レベル３の時価に分類してお
ります。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引については、主として店頭取引であり、取引金融機関等から提示された価格に基づき算定
をしております。
　観察可能なインプットを使用しているため当該時価はレベル２の時価に分類しております。

負　債
支払手形及び買掛金

　支払手形及び短期の買掛金については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。
　また、長期の買掛金については、その将来キャッシュ・フローを銀行間取引金利等の適切な指標に調達スプ
レッドを上乗せして割り引いて算定した現在価値を時価としております。
　支払手形及び買掛金の時価算定において、観察できないインプットである調達スプレッドによる影響額は僅󠄁
少であるため、レベル２の時価に分類しております。
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(単位：百万円)
連結貸借対照表計上額 時　価

668,619 732,137

短期借入金、コマーシャル・ペーパー
　短期借入金およびコマーシャル・ペーパーについては、その元利の合計額を銀行間取引金利等の適切な指標
に調達スプレッドを上乗せして割り引いた現在価値により算定しております。
　いずれの時価についても観察できないインプットである調達スプレッドによる影響額は僅󠄁少であるため、レ
ベル２の時価に分類しております。

リース債務
　リース債務については、主としてその将来キャッシュ・フローを銀行間取引金利等の適切な指標に調達スプ
レッドを上乗せして割り引いて算定した現在価値を時価としております。
　リース債務の時価算定において、観察できないインプットである調達スプレッドによる影響額は僅󠄁少である
ため、レベル２の時価に分類しております。

社債（一年内償還予定を含む）
　社債については、主として公表された相場価格を時価としております。
　観察可能なインプットである公表された相場価格を用いておりますが、市場が活発であると認められないこ
とから、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（一年内返済予定を含む）、債権流動化に伴う長期支払債務（一年内支払予定を含む）
　長期借入金および債権流動化に伴う長期支払債務については、元利の合計額を銀行間取引金利等の適切な指
標に調達スプレッドを上乗せして割り引いて算定した現在価値を時価としております。
　いずれの時価についても観察できないインプットである調達スプレッドによる影響額が僅󠄁少であるため、レ
ベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　一部の国内連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸商業施設等（土地を含む）を所有しておりま
す。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．時価は、主として不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額であります。
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(単位：百万円)

主な取引の金額又は
当連結会計年度末残高

主　　　　な　　　　損　　　　益

項　　　　　目 金　　　　　額

譲渡資産（注）1

　リース債権及びリース投資資産 11,209 譲渡益 －

譲渡資産に係る残存部分（注）2 － 分配益 562

事務受託業務（注）3 － 事務受託手数料 0

９．開示対象特別目的会社に関する注記
(1) 開示対象特別目的会社の概要および開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

　当社では、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金調達することを目的として、リース料債権等の流動化を
実施しております。当該流動化にあたり、特別目的会社を利用しておりますが、これらには特例有限会社や合同
会社があります。
　当該流動化において、当社は、前述したリース料債権等を特別目的会社に譲渡し、譲渡した資産を裏付けとし
て特別目的会社が借入などによって調達した資金を、売却代金として受領しております。
　さらに、当社は、特別目的会社に対し回収サービス業務を行い、また、一部については譲渡資産の残存部分を
留保しております。この残存部分については、2025年３月末現在、適切に評価を行い会計処理に反映しており
ます。
　流動化の結果、2025年３月末において、取引残高のある特別目的会社は８社あり、当該特別目的会社の直近
の決算日における資産総額（単純合算）は254,903百万円、負債総額（単純合算）は254,881百万円でありま
す。
　なお、当該特別目的会社においては当社の従業員が役員を兼務しており、そのうちの過半については当社が議
決権のある株式等を保有しております。

(2) 開示対象特別目的会社との取引金額等
　当連結会計年度における当社と特別目的会社との取引金額は次のとおりであります。

(注) １．譲渡資産に係る取引の金額は、譲渡時点の帳簿価額によって記載しております。なお、リース料債権等の流動化
について、金銭債権消滅の認識要件を満たしていないものについては金融取引として処理しているため、当該取
引における取引金額等の記載を省略しております。

２．譲渡資産に係る残存部分の取引の金額は、当連結会計年度における資産の譲渡によって生じたもので、譲渡時点
の帳簿価額によって記載しております。
2025年３月末現在、譲渡資産に係る残存部分の残高は7,587百万円であります。また、当該残存部分に係る分配
益は売上高に計上しております。

３．事務受託手数料は、回収サービス業務に係る手数料を含んでおり、営業外収益に計上しております。
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10．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,367円89銭
(2) １株当たり当期純利益 154円54銭
(注)１．当社は2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。

２．当社の業績連動型株式報酬制度において株式給付信託として株式会社日本カストディ銀行が保有する当社
株式は、１株当たり純資産額の算定上、自己株式として連結会計年度末発行済株式総数から控除しており
ます。なお、控除した当該自己株式の当連結会計年度末株式数は2,755,500株であります。
また、１株当たり当期純利益の算定上、自己株式として期中平均株式数から控除しております。なお、控
除した当該自己株式の期中平均株式数は当連結会計年度末において2,598,331株であります。

11．重要な後発事象に関する注記
株式の取得および資本業務提携契約の締結

当社は、2025年４月24日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるエムエル・エステート株式会社
を通じて、日鉄興和不動産株式会社（以下「日鉄興和不動産」といいます。）の株主である日本製鉄株式会社
（以下「日本製鉄」といいます。）との間で、日本製鉄が保有する日鉄興和不動産の甲種類株式の一部を取得す
る（以下「本株式取得」といいます。）旨の株式譲渡契約を締結する旨を決議し、2025年５月９日に株式を取得
しました。

また、すでに日鉄興和不動産との間では2021年８月６日付で業務提携契約（以下「本既存業務提携契約」とい
います。）を締結し、不動産総合ディベロッパー事業とリース事業の融合による夫々のビジネス領域の拡大を実
現するプランについて誠実に協議しておりますが、本件に合わせ本既存業務提携契約を終了させ、新たに資本業
務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といいます。）を締結する旨も2025年４月24日開催の取締役会にお
いて決議いたしました。

（1）本資本業務提携契約の概要
本株式取得は当社が不動産事業領域において「既存領域の拡大と新たなビジネス創出を両輪で推進する」と

掲げる目指す姿に向けての３つの取組方針①既存ビジネスの強化、②開発案件への取組み、③アセット循環型
ビジネスへの取組みに合致する戦略的意義のあるものと考えております。そのうえで、日鉄興和不動産のコー
ポレートビジョンである「社会と共に持続的に成長し、全てのステークホルダーに"選ばれ続ける会社"」の実現
に向けた成長支援のため、本株式取得により安定的な資本関係を構築するとともに、これまで実現してきた戦
略シナジーをさらに強化するべく、相互の強み・ノウハウを活用できる機会を拡大し、国内外のより多くの顧
客に対して価値提供を行うことが、社会的課題への対応並びに両社の企業価値向上に資するとの認識で両社が
一致し、日鉄興和不動産との間で本資本業務提携契約を締結するに至りました。

（2）株式を取得する会社の名称、事業内容、規模
①名称　　　　　　日鉄興和不動産株式会社
②事業の内容　　　不動産賃貸事業、不動産販売事業、フィー事業
③資本金の額　　　19,824百万円

（3）株式の取得時期
2025年５月９日
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（4）取得する株式の数、取得価額および取得前後の持株比率
①取得する株式の数　　51,654株
②取得価額　　　　　　501億円
③取得前の持株比率　　15.29％

取得後の持株比率　　30.14％
なお、甲種類株式は議決権が付与されておらず、本株式取得による日鉄興和不動産に対する当社グループ

の議決権所有割合は22.24％で変更はありません。

12．金額の表示単位
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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資 産 の 部 負 債 の 部
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
割 賦 債 権
リ ー ス 債 権
リ ー ス 投 資 資 産
営 業 貸 付 金
そ の 他 の 営 業 貸 付 債 権
営 業 投 資 有 価 証 券
賃 貸 料 等 未 収 入 金
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 収 益
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産
賃 貸 資 産

社 用 資 産
建 物 及 び 構 築 物
器 具 備 品
土 地
リ ー ス 賃 借 資 産

無 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産
賃 貸 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
リ ー ス 賃 借 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
その他の関係会社有価証券
関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

2,187,451
38,090
83,057
199,404
423,683
598,753
120,195
318,499
1,633
3,219
1,040
3,750

364,168
32,946
△991

969,465
43,995
41,112
41,112
2,883
1,142
370
1,322
49

9,599
57
57

9,542
4,897
17
25

4,602
915,869
22,941
225,857
64,673
2,737

573,383
16,170
334
2,211
8,389
△829　

流 動 負 債 1,652,443
支 払 手 形 3,583
買 掛 金 18,531
短 期 借 入 金 610,132
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 62,000
一年内返済予定の長期借入金 319,905
コマーシャル・ペーパー 537,500
債権流動化に伴う支払債務 51,298
リ ー ス 債 務 16,003
未 払 金 4,445
未 払 費 用 2,752
未 払 法 人 税 等 4,136
賃 貸 料 等 前 受 金 9,153
預 り 金 1,206
前 受 収 益 59
割 賦 未 実 現 利 益 176
賞 与 引 当 金 1,054
役 員 賞 与 引 当 金 285
役 員 株 式 給 付 引 当 金 281
債 務 保 証 損 失 引 当 金 12
本 社 移 転 損 失 引 当 金 106
そ の 他 9,820

固 定 負 債 1,293,772
社 債 419,526
長 期 借 入 金 815,826
債権流動化に伴う長期支払債務 46,664
リ ー ス 債 務 30
退 職 給 付 引 当 金 85
役 員 株 式 給 付 引 当 金 94
本 社 移 転 損 失 引 当 金 590
受 取 保 証 金 10,013
そ の 他 939
負 債 合 計 2,946,215

純 資 産 の 部
株 主 資 本 201,679
資 本 金 46,925
資 本 剰 余 金 45,137
資 本 準 備 金 44,845
そ の 他 資 本 剰 余 金 291

利 益 剰 余 金 111,677
そ の 他 利 益 剰 余 金 111,677
別 途 積 立 金 72,000
繰 越 利 益 剰 余 金 39,677

自 己 株 式 △2,060
評 価 ・ 換 算 差 額 等 9,022
その他有価証券評価差額金 15,757
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6,735
純 資 産 合 計 210,701

資 産 合 計 3,156,917 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,156,917

貸借対照表（2025年3月31日現在）
(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高

リ ー ス 売 上 高 248,677
割 賦 売 上 高 7,056
フ ァ イ ナ ン ス 収 益 24,562
そ の 他 の 売 上 高 13,232 293,528

売 上 原 価
リ ー ス 原 価 230,883
割 賦 原 価 5,652
資 金 原 価 17,283
そ の 他 の 売 上 原 価 886 254,705

売 上 総 利 益 38,823
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,346

営 業 利 益 15,476
営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,430
受 取 配 当 金 10,240
業 務 受 託 手 数 料 475
そ の 他 1,788 18,934

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6,668
そ の 他 688 7,357

経 常 利 益 27,053
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 373 373
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 9
関 係 会 社 株 式 評 価 損 41
本 社 移 転 損 失 引 当 金 繰 入 額 697 748

税 引 前 当 期 純 利 益 26,678
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,393
法 人 税 等 調 整 額 △1,315 6,077
当 期 純 利 益 20,601

損益計算書（自 2024年4月1日　至 2025年3月31日）
(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日） (単位：百万円)

株　　　主　　　資　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2024年4月1日残高 26,088 24,008 291 24,300 72,000 30,070 102,070 △1,040 151,418
事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 20,837 20,837 － 20,837 － － － － 41,674
剰 余 金 の 配 当 － － － － － △10,994 △10,994 － △10,994
当 期 純 利 益 － － － － － 20,601 20,601 － 20,601
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － △1,202 △1,202
自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － － 182 182
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 20,837 20,837 － 20,837 － 9,606 9,606 △1,020 50,260
2025年3月31日残高 46,925 44,845 291 45,137 72,000 39,677 111,677 △2,060 201,679

評価・換算差額等
純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

2024年4月1日残高 18,740 △7,948 10,792 162,211
事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 － － － 41,674
剰 余 金 の 配 当 － － － △10,994
当 期 純 利 益 － － － 20,601
自 己 株 式 の 取 得 － － － △1,202
自 己 株 式 の 処 分 － － － 182
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △2,983 1,213 △1,770 △1,770

事業年度中の変動額合計 △2,983 1,213 △1,770 48,490
2025年3月31日残高 15,757 △6,735 9,022 210,701

 株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
①　賃貸資産

　主として賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間終了時の処分見積価額を残存価額とする定額法を採用しており
ます。

②　社用資産
　主として定率法を採用しております。ただし、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につい
ては、３年間均等償却によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　　　物　　　　　３～65年
器 具 備 品　　　　　３～15年

③　その他の無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

(4) 繰延資産の処理方法
　株式交付費および社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

(5) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権および破産
更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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　破産更生債権等については、債権額から回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として
債権額から直接減額しております。
　なお、直接減額した金額は3,025百万円であります。

②　賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金
　役員等に対して支給する賞与の支払いに備えるため、当期における支給見込額を計上しております。

④　債務保証損失引当金
　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。

　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、発生期の従業員の平均残存勤務期間（12～17年）による定額法により按
分した額を発生期の翌期から費用処理しております。

⑥　役員株式給付引当金
　役員等の株式の給付に備えるため、当期末における株式等の給付債務見込額を計上しております。

⑦　本社移転損失引当金
　本社移転に係る損失に備えるため、当期末における損失見込額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準
①　ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準

　リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
②　オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準

　リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対応
するリース料を計上しております。

③　割賦販売取引の割賦売上高および割賦原価の計上基準
　原則として、商品の引渡時にその契約高のうち元本相当額を割賦債権に計上し、支払期日の到来の都度金利
相当額を割賦売上高に計上しております。
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　なお、販売型割賦契約については販売時に割賦売上高と対応する割賦原価の一括計上を行っております。ま
た、期間未到来の割賦未実現利益は、繰延処理しております。

④　金融費用の計上基準
　金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。
　その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として営業
資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費用に計上
しております。
　なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する受取利息等を控除して計上しております。

(7) ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処
理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ、金利通貨スワップ、借入金、社債、為替予約
ヘッジ対象…借入金、社債、営業貸付金、有価証券、外貨建予定取引

③　ヘッジ方針
　資産および負債から発生する金利リスクおよび為替変動リスクをヘッジし、安定した収益を確保するため
に、取締役会で定められた社内管理規程に基づき、デリバティブ取引を行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動およびキャッ
シュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎として判断しております。

(8) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　営業貸付債権の計上方法

　営業目的の金融収益を得るために実行する貸付金、ファクタリング等を計上しております。
　なお、当該金融収益は売上高の「ファイナンス収益」に計上しております。

②　営業投資有価証券の計上方法
　営業目的の金融収益を得るために所有する有価証券を計上しております。
　なお、当該金融収益は売上高の「その他の売上高」に計上しております。

③　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の
方法と異なっております。
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賃 貸 資 産 21,946百万円
社 用 資 産 4,264百万円
合 計 26,211百万円

営 業 貸 付 金 6,130百万円
営 業 投 資 有 価 証 券 30,971百万円
賃 貸 資 産 18,130百万円
関 係 会 社 株 式 16百万円
合 計 55,249百万円

短 期 借 入 金 15,000百万円
一年内返済予定の長期借入金 10,000百万円
債権流動化に伴う支払債務 1,017百万円
長 期 借 入 金 6,130百万円
債権流動化に伴う長期支払債務 8,913百万円
合 計 41,061百万円

２．会計方針の変更に関する注記
　法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022
年改正会計基準」という。）等を当期の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取
扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
貸倒引当金の計上
①　当期の計算書類に計上した金額

貸倒引当金（流動・固定） 1,820百万円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　①の金額の算出方法は、連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記　貸倒引当金の計
上」の内容と同一であるため、記載を省略しております。

４．貸借対照表等に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 担保に供している資産

(3) 担保提供資産に対応する債務
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営業活動に係る保証債務 20,198百万円
そ の 他 の 保 証 債 務 25,041百万円
合 計 45,240百万円

リース投資資産に係る預り手形 23百万円
割賦債権に係る預り手形 273百万円

預　　り　　手　　形 0百万円
その他のリース契約債権 31,270百万円
合 計 31,270百万円

リ ー ス 債 権 116,158百万円
リ ー ス 投 資 資 産 301,343百万円
割 賦 債 権 51,220百万円
営 業 貸 付 金 508,018百万円
その他の営業貸付債権 77,443百万円
未経過リース期間に係るオペレーティング・リース契約債権 22,202百万円
合 計 1,076,386百万円

短 期 金 銭 債 権 147,031百万円
長 期 金 銭 債 権 3,251百万円
短 期 金 銭 債 務 13,978百万円
長 期 金 銭 債 務 39百万円

売 上 高 10,197百万円
売 上 原 価 48百万円
営業取引以外の取引高 20,913百万円

(4) 債権流動化に伴う支払債務および債権流動化に伴う長期支払債務
　債権流動化に伴う支払債務および債権流動化に伴う長期支払債務は、リース債権流動化による資金調達額であ
ります。
　なお、これに伴い譲渡したリース債権の残高は124,581百万円であります。

(5) 保証債務

(6) 営業債権に係る預り手形

(7) 未経過リース期間に係るオペレーティング・リース契約債権

(8) 一年を超えて入金期日の到来する営業債権等

(9) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）

５．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高
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個別注記表

支 払 利 息 17,283百万円
受 取 利 息 0百万円
差 引 計 17,283百万円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 381,181株 2,626,399株 244,500株 2,763,080株

繰延税金資産
貸 倒 引 当 金 超 過 額 581百万円
減 価 償 却 超 過 額 430百万円
有 価 証 券 評 価 損 7,433百万円
未 払 事 業 税 348百万円
退職給付引当金超過額 26百万円
そ の 他 7,171百万円
繰 延 税 金 資 産 小 計 15,992百万円
評 価 性 引 当 額 △6,398百万円
繰 延 税 金 資 産 合 計 9,593百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △7,158百万円
為 替 差 益 否 認 △0百万円
そ の 他 △223百万円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △7,382百万円
繰延税金資産の純額 2,211百万円

(2) 資金原価の内訳

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

(注)普通株式の自己株式の増加2,626,399株は、2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を
行ったことによる増加1,524,724株、当社の株式給付信託による当社株式の取得による増加1,100,500株およ
び単元未満株式の買取りによる増加1,175株によるものであります。
また、普通株式の自己株式の減少244,500株は、当社の株式給付信託からの給付による減少であります。

７．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
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法定実効税率 30.6％
(調整)
住民税均等割額 0.1％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％
受取配当等永久に益金に算入されない項目 △10.1％
評価性引当額の影響 △0.2％
特定外国子会社留保所得 4.3％
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.4％
その他 △2.0％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.8％

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな
った主要な項目別の内訳

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年

４月１日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税
金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は2025年４月１日に開始する事業年度に解消が見込
まれる一時差異については30.6％に、2026年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につい
ては31.5％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は18百万円減少、法人税等
調整額は102百万円減少、その他有価証券評価差額金は193百万円減少、繰延ヘッジ損益は73百万円増加してお
ります。
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種　類 会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者との
関　　　　　係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　　　目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

株 式 会 社 み ず ほ
フ ィ ナ ン シ ャ ル
グ ル ー プ

(被所有)
直接

23.12%

社 債 の 取 得 等
増 資 の 引 受

第 三 者 割 当 増 資
（注）１ 9,808 － －

その他の
関係会社

丸 紅
株 式 会 社

(被所有)
直接

20.02%

役 員 の 兼 任
増 資 の 引 受

第 三 者 割 当 増 資
（注）１ 31,865 － －

種　類 会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者との
関　　　　　係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　　　目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

株 式 会 社
み ず ほ 銀 行 －

事 業 資 金 の 借 入
コ マ ー シ ャ ル ・
ペーパーの発行等

資金の借入（注）２ 4,065,333
短 期 借 入 金 235,832
一年内返済予定の長期借入金 77,480
長 期 借 入 金 56,853

利 息 の 支 払 5,081 未 払 費 用 51
コマーシャル・ペーパーの発行 842,900 コマーシャル・ペーパー 33,400
利 息 の 支 払 30 前 払 費 用 0

その他の
関係会社
の子会社

み ず ほ 信 託 銀 行
株 式 会 社 － 事業資金の借入等

資金の借入（注）２ 251,000
短 期 借 入 金 15,000
一年内返済予定の長期借入金 9,746
長 期 借 入 金 4,004

利 息 の 支 払 175 未 払 費 用 7

資金の借入（注）２ 108,800
債権流動化に伴う支払債務 21,076
債権流動化に伴う長期支払債務 2,552

利 息 の 支 払 80 未 払 費 用 －

８．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

(2) その他の関係会社の子会社等
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種　類 会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者との
関　　　　　係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　　　目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

み ず ほ 証 券
株 式 会 社

(被所有)
直接

0.50％

コマーシャル・
ペーパーの発行
社 債 の 発 行 等

コマーシャル・ペーパーの発行 181,200 コマーシャル・ペーパー 20,300
利 息 の 支 払 42 前 払 費 用 10

社 債 の 発 行 115,000 一年内償還予定の社債
社 債

62,000
412,200

利 息 の 支 払 2,262 未 払 費 用 603
その他の
関係会社
の子会社

等

J A P A N
SECURITIZATION
CORPORATION

－ 債 権 の 譲 渡 等
債 権 の 譲 渡 427,989 － －

利 息 の 受 取 2 未 収 収 益 －

種　類 会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者との
関　　　　　係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　　　目 期末残高
(百万円)

子会社 みずほ東芝リース
株 式 会 社

(所有)
直接
90％

設 備 の 賃 貸 ・
事業資金の貸付等

資金の貸付（注）３ 371,200
関係会社短期貸付金 976
関係会社長期貸付金 9,363

利 息 の 受 取 140 未 収 収 益 1

子会社 第 一 リ ー ス
株 式 会 社

(所有)
直接

90.03％

設 備 の 賃 貸 ・
事業資金の貸付等

資金の貸付（注）３ 210,800
関係会社短期貸付金 26,200
関係会社長期貸付金 21,925

利 息 の 受 取 283 未 収 収 益 44

子会社
み ず ほ オ ー ト
リ ー ス
株 式 会 社

(所有)
直接

100％
事業資金の貸付等

資金の貸付（注）３ 193,970
関係会社短期貸付金 10,950
関係会社長期貸付金 11,000

利 息 の 受 取 128 未 収 収 益 10

子会社
エ ム エ ル ・
エ ス テ ー ト
株 式 会 社

(所有)
直接

100％

事業資金の貸付等
資金の貸付（注）３ 8,271,700

関係会社短期貸付金 314,627
関係会社長期貸付金 509,242

利 息 の 受 取 5,665 未 収 収 益 444

債 権 の 買 取 等
債 権 の 買 取 － そ の 他 の

営 業 貸 付 債 権 36,141
利 息 の 受 取 521

(3) 子会社等
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種　類 会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者との
関　　　　　係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　　　目 期末残高
(百万円)

子会社 エ ム エ ル 商 事
株 式 会 社

(所有)
直接

100％
事業資金の貸付等

資金の貸付（注）３ 63,130
関係会社短期貸付金 6,100
関係会社長期貸付金 －

利 息 の 受 取 27 未 収 収 益 0

子会社 C y g n u s  L i n e 
S h i p p i n g  S . A .

(所有)
直接

100％
事業資金の貸付等

資金の貸付（注）３ ７,488
営 業 貸 付 金 22,579資 金 の 貸 付 に 伴 う

担 保 の 受 入 64,976

利 息 の 受 取 670 未 収 収 益 32

子会社
MIRAI POWER１号
合 同 会 社

(所有)
直接

100％
匿 名 組 合 出 資

匿 名 組 合 へ の 出 資
（ 注 ） ４ （ 注 ） ６ 5,803

そ の 他 の
関係会社有価証券 43,404匿名組合への出資の

償 還 1,334

投 資 収 益 （ 注 ） ５ 1,036
取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １. 当社が行った第三者割当増資を株式会社みずほフィナンシャルグループおよび丸紅株式会社が引き受けたもので
あります。

２. 資金の借入については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３. 資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
４. 当該匿名組合は、MIRAI POWER１号合同会社を営業者とする匿名組合であり、匿名組合契約書に基づき出資し

ております。
５. 当該収益は営業外収益の「その他」に計上しております。
６. 取引条件については、当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様に決定しております。
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９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 752円77銭
(2) １株当たり当期純利益 75円74銭

　(注)１．当社は2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。
　２．当社の業績連動型株式報酬制度において株式給付信託として株式会社日本カストディ銀行が保有する当社

　株式は、１株当たり純資産額の算定上、自己株式として当期末発行済株式総数から控除しております。な
　お、控除した当該自己株式の当期末株式数は2,755,500株であります。
　また、１株当たり当期純利益の算定上、自己株式として期中平均株式数から控除しております。なお、控
　除した当該自己株式の期中平均株式数は当期末において2,598,331株であります。

10．重要な後発事象に関する注記
株式の取得および資本業務提携契約の締結

当社は、2025年４月24日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるエムエル・エステート株式会社
を通じて、日鉄興和不動産株式会社（以下「日鉄興和不動産」といいます。）の株主である日本製鉄株式会社
（以下「日本製鉄」といいます。）との間で、日本製鉄が保有する日鉄興和不動産の甲種類株式の一部を取得す
る旨の株式譲渡契約を締結する旨を決議し、2025年５月９日に株式を取得しました。
また、すでに日鉄興和不動産との間では2021年８月６日付で業務提携契約（以下「本既存業務提携契約」とい

います。）を締結し、不動産総合ディベロッパー事業とリース事業の融合による夫々のビジネス領域の拡大を実現
するプランについて誠実に協議しておりますが、本件に合わせ本既存業務提携契約を終了させ、新たに資本業務提
携契約を締結する旨も2025年４月24日開催の取締役会において決議いたしました。

詳細につきましては、「連結注記表　11．重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりであります。

11．金額の表示単位
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 墨 岡 俊 治
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 下飯坂　武　志

2025年5月12日
みずほリース株式会社
　取　締　役　会　　御　中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、みずほリース株式会社の2024年4月1日から2025年3月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、み
ずほリース株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結
計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び
査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 墨 岡 俊 治
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 下飯坂　武　志

2025年5月12日
みずほリース株式会社
　取　締　役　会　　御　中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、みずほリース株式会社の2024年4月1日から2025年3
月31日までの第56期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 63 －



2025/05/20 19:59:09 / 24207328_みずほリース株式会社_招集通知

監査役会監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第56期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を
受けるほか、取締役、執行役員および従業員等（以下、「取締役等」という。）および会計監査人（有限
責任監査法人トーマツ）からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役等
と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しま
した。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等および監査役等と意思疎通および情
報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務なら
びに当該株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第1項および第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の構築・運用の状況について、取締役等から
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を述べました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会監査報告

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

み ず ほ リ ー ス 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常勤監査役 釜 田 英 彦 ㊞
常勤監査役（社外監査役） 有 田 浩 士 ㊞
常勤監査役（社外監査役） 諏 訪 部 伸 吾 ㊞
監　査　役（社外監査役） 天 野 秀 樹 ㊞

2025年5月12日
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